
財務・業績の概況(個別)

（URL　http://www.iri.co.jp )

1. 四半期財務情報の作成等に係る事項
①四半期財務諸表の作成基準 ： 中間財務諸表作成基準

②最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無

③会計監査人の関与 ： 有

四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会計情報の適時開示等に関する規則の取扱

い」別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための手続きを受け

ております。

2. (平成17年7月1日～平成18年3月31日)
(1)経営成績の進捗状況

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

円　銭

(注) 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。

(2)財政状態の変動状況

百万円 百万円 ％ 円　銭

3. の業績予想 (平成17年7月1日～平成18年6月30日)

百万円 百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

(参考)　1株当たり予想当期純利益(通期)

53,395.57
54,488.46

22,641
10,230
10,461

83.1
69.0
69.4

△ 170
△ 5

-              
-              

0.0 0.01,300     -         

１株当たり年間配当金

中間 期末

通 期

2,956.52円
89          △910     △1,090  

18年6月期第3四半期

売上高 営業利益 経常利益

88
202
221

△ 660
△ 438
△ 586

上 場 会 社 名

平成18年5月12日

問 合 せ 先

経常利益 四半期(当期)純利益

(コード番号：4741　　東証マザーズ)

TEL：  (０３)　５９０８－０７１１

売上高 営業利益

平成18年6月期

平成18年6月期 第3四半期

責任者役職・氏名 経 理 部 長

代表者役職・氏名 代 表 取 締 役

五 十 嵐 弘 子

藤 原 洋

株式会社インターネット総合研究所

総資産 株主資本

1株当たり四半期
(当期)純利益

△ 904.19
△ 30.11

当期純利益

3,270.55

17 年 6 月 期

17年6月期第3四半期

-              
-              

１株当たり株主資本

18年6月期第3四半期 47,661.60

17年6月期第3四半期
(参考) 17 年 6 月 期

△96.7    
△97.0    

17年6月期

株主資本比率

27,257
14,827
15,068

第3四半期 財務・業績の概況

平成18年6月期

18年6月期第3四半期
17年6月期第3四半期
(参考)

(参考)

-              △56.4    
-              
-              

-              -              △ 854
△ 294
△ 451

1,438



株式会社インターネット総合研究所

貸借対照表
単位:千円

増減

 金額 構成比  金額 構成比  金額 構成比
％ ％ ％

Ⅰ

1.          2,463,063          3,205,475          3,252,804

2.                 6,378               35,527               16,326

3.          2,196,000                         -                         -

4.               31,753             319,348             320,027

     △2,193,021                         -                  △21

         2,504,174 9.2          3,560,351 24.0 △ 1,056,177          3,589,137 23.8

Ⅱ

1. ※1               41,341 0.2               49,441 0.3 △ 8,100               46,488 0.3

2.                 2,155 0.0                 5,620 0.1 △ 3,465                 5,129 0.0

3.

投 資 有 価 証 券          2,344,761          1,810,744          1,965,186

関 係 会 社 株 式        21,235,491          8,104,633          8,229,840

差 入 保 証 金                         -          1,107,964                         -

そ の 他          1,121,105             173,402          1,219,238

       24,701,357 90.6        11,196,744 75.5 13,504,613        11,414,266 75.8

       24,744,854 90.8        11,251,807 75..9 13,493,047        11,465,883 76.1

Ⅱ

1.                 8,423               15,163               13,478

                8,423 0.0               15,163        0.1 △ 6,740               13,478        0.1

       27,257,452 100.0        14,827,321 100.0 12,430,131        15,068,499 100.0

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

繰 延 資 産 合 計

(4)

(2)

(3)

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

(1)

有 形 固 定 資 産

そ の 他

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

（　資　産　の　部　)

流 動 資 産

短 期 貸 付 金

科　　目

　　　　　　　　期　　別
前事業年度

要約貸借対照表

（平成17年6月30日現在）

第10期　第3四半期末

（平成18年3月31日現在）

第9期　第3四半期末

（平成17年3月31日現在）
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株式会社インターネット総合研究所

単位:千円

増減

 金額 構成比  金額 構成比 金額  構成比
％ ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債

1. 買 掛 金               11,619               32,346 7,108

2. そ の 他               69,050               55,413 62,792

流 動 負 債 合 計               80,670               87,760 0.6 △ 7,090 69,903        0.5

Ⅱ 固 定 負 債

1. 新 株 予 約 権 付 社 債          4,500,000          4,500,000          4,500,000

2. 繰 延 税 金 負 債               35,705                 8,840 37,134

固 定 負 債 合 計          4,535,705          4,508,840 30.4 26,865 4,537,134      30.1

負 債 合 計          4,616,375 16.9          4,596,600 31.0 19,775 4,607,038      30.6

Ⅰ 資 本 金          9,430,598 34.6          3,906,496 26.3 5,524,102 3,920,000      26.0

Ⅱ 資 本 剰 余 金

1. 資 本 準 備 金          7,988,347          2,470,962 2,479,225

2. そ の 他 資 本 剰 余 金

(1)資本準備金減少差益          3,884,106          3,980,103          3,980,103

その他資本剰余金合計          3,884,106          3,980,103          3,980,103

資 本 剰 余 金 合 計        11,872,454 43.6          6,451,065 43.5 5,421,389 6,459,329      42.9

Ⅲ 利 益 剰 余 金

1. 当 期 未 処 分 利 益 又 は
当 期 未 処 理 損 失 ( △ )          1,471,688 △ 131,291 33,610

利 益 剰 余 金 合 計          1,471,688 5.4 △ 131,291 △ 0.9 1,602,979 33,610        0.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金         △126,041 △ 0.5 9,745 0.1 △ 135,786 53,928        0.3

Ⅴ 自 己 株 式             △7,623 △ 0.0 △ 5,295 △ 0.0 △ 2,328 △ 5,406    △0.1

資 本 合 計        22,641,076 83.1        10,230,721 69.0 12,410,355        10,461,461      69.4

負 債 ・ 資 本 合 計        27,257,452 100.0        14,827,321 100.0 12,430,131        15,068,499    100.0

（　資　本　の　部　）

（　負　債　の　部　)

第9期　第3四半期末

（平成17年3月31日現在）

科　　目

前事業年度
要約貸借対照表

（平成17年6月30日現在）

期　　別 第10期　第3四半期末

（平成18年3月31日現在）
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株式会社インターネット総合研究所

損益計算書
単位:千円

増減

金額 百分比 金額 百分比 金額  百分比

％ ％  ％

Ⅰ               88,268 100.0             202,610 100.0     △114,342             221,848        100.0

Ⅱ ※5               57,497 65.1             133,598 65.9       △76,101             146,052          65.8

              30,771 34.9               69,011 34.1       △38,240               75,796          34.2

Ⅲ ※5             691,536 783.5             507,108 250.3         184,428             661,949        298.4

            660,764 △ 748.6             438,096 △ 216.2         222,668             586,153     △264.2

Ⅳ ※1               69,764 79.0             151,113 74.6       △81,349             160,154          72.2

Ⅴ ※2             263,300 298.3                 7,142 3.5         256,158               25,809          11.6

            854,300 △ 967.8             294,125 △ 145.1         560,175             451,808     △203.6

Ⅵ ※3          7,206,141 8,163.9             170,268 84.0      7,035,873             493,783        222.6

Ⅶ ※4          4,922,416 5,576.7               43,974 21.7      4,878,442               43,979          19.8

         1,429,423 1,619.4         △167,831 △ 82.8      1,597,254             △2,004         △0.8

                   907                 2,775                 3,700

            △9,562                        -                        -

            △8,654 9.8                 2,775       △1.4       △11,429                 3,700         △1.7

         1,438,078 1,629.2         △170,606 △ 84.2      1,608,684             △5,704         △2.5

              33,610               39,315         △5,705               39,315

         1,471,688         △131,291      1,602,979               33,610

前事業年度
要約損益計算書

自　平成16年7月  1日

至　平成17年6月30日

期　　別 第10期　第3四半期 第9期　第3四半期

自　平成16年7月  1日

至　平成17年3月31日

売 上 総 利 益

営 業 外 費 用

販売費及び一般管理費

当 期 未 処 分 利 益 又 は
未 処 理 損 失 ( △ )

計

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

前 期 繰 越 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は
税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ )

経 常 損 失

自　平成17年7月  1日

至　平成18年3月31日

科　　目

売 上 原 価

売 上 高

法 人 税 等 調 整 額

法人税・住民税及び事業税

特 別 利 益

営 業 損 失

営 業 外 収 益

特 別 損 失
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株式会社インターネット総合研究所
(四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項)

1. 資産の評価基準 (1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券
及び評価方法 ①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法　 　　　同左 　　　同左
②その他有価証券 ②その他有価証券 ②その他有価証券

時価のあるもの： 　時価のあるもの： 　時価のあるもの：
四半期決算末日の 決算期末日の市場価格
市場価格等に基づく時価 　　　同左 等に基づく時価法（評価
法（評価差額は全部資本 差額は全部資本直入法に
直入法により処理し、売 より処理し、売却原価は
却原価は移動平均法によ 移動平均法により算定し
り算定している） ている）

時価のないもの： 　時価のないもの： 　時価のないもの：
移動平均法による原価法　 　　　同左 　　　同左

なお、投資事業組合については、 なお、投資事業組合については、
組合財産の持分相当額を出資金 　　　同左 組合財産の持分相当額を出資金
として計上し、組合契約に規定 として計上し、組合契約に規定
される決算報告に基づく純損益 される決算報告に基づく純損益
の持分相当額を当期の損益とし の持分相当額を当期の損益とし
て計上する方法（純額方式）に て計上する方法（純額方式）に
よっております。 よっております。

2. 固定資産の (1) 有形固定資産：　定率法 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産
減価償却の方法 なお、建物については8～15年 なお、建物については8～15年 なお、建物については8～15年

工具器具備品については3～10 工具器具備品については3～10 工具器具備品については3～10
年で償却しております。 年で償却しております。 年で償却しております。

(2) 無形固定資産：　定額法 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産
自社利用ソフトウェアににつ 自社利用ソフトウェアににつ 自社利用ソフトウェアににつ
いては利用可能期間（5年） いては利用可能期間（3～5年） いては利用可能期間（5年）
に基づく定額法によっており に基づく定額法によっており に基づく定額法によっており
ます。 ます。 ます。

3. 引当金の (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金
計上基準 一般債権については貸倒実績 一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特 　　　同左 率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回 定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能 収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。 見込額を計上しております。

4. リース取引の リース物件の所有権が借主に
処理方法 移転すると認められるもの以 　　　同左 　　　同左

外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

5. その他四半期 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理
財務諸表（財務 消費税等の会計処理は、税抜 消費税等の会計処理は、税抜
諸表）作成のた 方式によっております。なお、 　　　同左 方式によっております。
めの基本となる 仮払消費税等および仮受消費
重要な事項 税等は相殺のうえ、流動資産

の「その他」に含めて表示し
ております。

自　平成16年7月  1日

至　平成17年3月31日

期　　別

項　　目

前事業年度

自　平成16年7月  1日

至　平成17年6月30日

第10期　第3四半期

自　平成17年7月  1日

至　平成18年3月31日

第9期　第3四半期
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株式会社インターネット総合研究所

(四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更)

(固定資産の減損に係る会計基準)
当四半期から｢固定資産の減損に係る会計基準」(「固定
資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審
議会　平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第6号)を適用しております。
これにより税引前当期純損失が2,148千円増加しておりま
す。なお、減損損失累計額については、改正後の当該各
資産の金額から直接控除しております。

(表示方法の変更)

「短期貸付金」は、前四半期末では、流動資産「その他」 「差入保証金」は、前四半期末では、投資その他の資産「その

に記載しておりましたが、当四半期に総資産額の100分の5 他」に記載しておりましたが、当四半期に総資産額の
を超えたため、区分掲記載いたしました。なお、前四半期 100分の5を超えたため、区分掲記いたしました。な
末の「短期貸付金」は262,400千円であります。 お、前四半期末の「差入保証金」は108,746千円であり

ます。
「差入保証金」は、前四半期末では区分掲記載しておりま
したが、当四半期末は総資産額の100分の5以下であるため
投資その他の資産「その他」に含めて表示いたしました。
なお、当四半期末の「差入保証金」は1,111,646千円であり
ます。

(追加情報)

(外形標準課税)

当四半期から、「法人事業税等におおける外形標準課
税区分の損益計算書上の表示についての実務上の取り
扱い」（企業会計基準委員会　実務対応報告第12号
平成16年2月13日）の公表に伴い、法人事業税の付加価
値割及び資本割15,500千円を「販売費及び一般管理
費」に計上しております。

(投資事業有限責任組合への出資金について)
　 「証券取引法等の一部を改正する法律（平成16年6月9

日法律第97号）により、投資事業有限責任組合やこれ
に類する組合への出資が有価証券とみなされ、「金融
商品会計に係る実務指針」(会計制度委員会報告第4号
平成17年2月15日)等が公表されたことに伴い、当四半
期末に組合への出資金431,687千円を投資有価証券に含
めて表示しております。

第10期　第3四半期

自　平成17年7月  1日

至　平成18年3月31日

第9期　第3四半期

自　平成16年7月  1日

至　平成17年3月31日

至　平成18年3月31日 至　平成17年3月31日

第10期　第3四半期 第9期　第3四半期

自　平成17年7月  1日 自　平成16年7月  1日

至　平成18年3月31日 至　平成17年3月31日

第10期　第3四半期 第9期　第3四半期

自　平成17年7月  1日 自　平成16年7月  1日
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株式会社インターネット総合研究所

(貸借対照表関係)

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額
64,864 千円 54,537 千円 57,433 千円

※2 ※2 下記の会社のﾘｰｽ会社等に対するﾘｰ ※2 下記の会社のﾘｰｽ会社等に対するﾘｰ
ｽ債務について、保証債務を行なっ ｽ債務について、保証債務を行なっ
っております。 っております。
平成電電㈱ 702,647 千円 平成電電㈱ 644,093 千円

(損益計算書関係)

※1 営業外収益の主要項目 ※1 営業外収益の主要項目 ※1 営業外収益の主要項目
受取利息 3,869 千円 受取利息 7,763 千円 受取利息 5,706 千円
受取業務手数料 18,572 千円 受取業務手数料 16,531 千円 受取業務手数料 29,668 千円
受取配当金 44,094 千円 受取配当金 86,660 千円 受取配当金 86,685 千円

組合利益 34,011 千円 組合利益 27,662 千円
有価証券利息 3,436 千円

※2 営業外費用の主要項目 ※2 営業外費用の主要項目 ※2 営業外費用の主要項目
社債発行費償却 14,212 千円 社債発行費償却 5,054 千円 社債発行費償却 6,739 千円
新株発行費 54,973 千円 新株発行費 925 千円 新株発行費 1,042 千円
支払手数料 156,482 千円 財務調査費用 17,204 千円
組合損失 37,156 千円

※3 特別利益の主要項目 ※3 特別利益の主要項目 ※3 特別利益の主要項目
関係会社株式売却益 7,150,020 千円 投資有価証券売却益 14,209 千円 投資有価証券売却益 14,457 千円

関係会社株式売却益 148,563 千円 関係会社株式売却益 471,829 千円
貸倒引当金戻入益 7,496 千円 貸倒引当金戻入益 7,496 千円

※4 特別損失の主要項目 ※4 特別損失の主要項目 ※4 特別損失の主要項目

関係会社株式評価損 2,076,467 千円 投資有価証券評価損 1,539 千円 投資有価証券評価損 1,539       千円
貸倒引当金繰入 2,193,000 千円 関係会社株式評価損 10,800 千円 関係会社株式評価損 10,800     千円
債務保証損失 528,845 千円 関係会社株式売却損 2,228 千円 関係会社株式売却損 2,228       千円

受託契約解約損失 29,371 千円 株式売却手数料 39            千円
受託契約解約損失 29,371     千円

※5 減価償却実施額 ※5 減価償却実施額 ※5 減価償却実施額
有形固定資産 7,633 千円 有形固定資産 9,274 千円 有形固定資産 12,424 千円
無形固定資産 825 千円 無形固定資産 1,539 千円 無形固定資産 2,030 千円

前事業年度

至　平成17年6月30日

第10期　第3四半期

至　平成18年3月31日

第9期　第3四半期

至　平成17年3月31日
自　平成17年7月  1日 自　平成16年7月  1日 自　平成16年7月  1日

前事業年度

（平成17年6月30日現在）

第10期　第3四半期末

（平成18年3月31日現在）

第9期　第3四半期末

（平成17年3月31日現在）
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株式会社インターネット総合研究所
(リース取引関係)

リース物件の所有権が借主に移転すると リース物件の所有権が借主に移転すると リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・ 認められるもの以外のファイナンス・ 認められるもの以外のファイナンス・

リース リース リース

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 累計額相当額及び期末残高相当額 累計額相当額及び期末残高相当額

単位:千円 単位:千円 単位:千円

有形固定
資産

無形固定
資産 合計

有形固定
資産

無形固定
資産 合計

有形固定
資産

無形固定
資産 合計

取 得 価 額
相 当 額 55,452 -             55,452

取 得 価 額
相 当 額 55,452 -             55,452

取 得 価 額
相 当 額 55,452   -             55,452   

減 価 償 却
累計額相当額 53,115 -             53,115

減 価 償 却
累計額相当額 32,505 -             32,505

減 価 償 却
累計額相当額 39,357   -             39,357   

期 末 残 高
相 当 額 2,336 -             2,336

期 末 残 高
相 当 額 22,947 -             22,947

期 末 残 高
相 当 額 16,094   -             16,094   

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

1 年 内 2,600 千円 1 年 内 24,398 千円 1 年 内 17,388 千円

1 年 超 -             千円 1 年 超 79 千円 1 年 超 20 千円

合 計 2,600 千円 合 計 24,478 千円 合 計 17,408 千円

(3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額

　 及び支払利息相当額 　 及び支払利息相当額 　 及び支払利息相当額

　支払リース料 15,777 千円 　支払リース料 25,865 千円 　支払リース料 33,723 千円

　減価償却費相当額 13,757 千円 　減価償却費相当額 22,596 千円 　減価償却費相当額 29,448 千円

　支払利息相当額 968 千円 　支払利息相当額 3,560 千円 　支払利息相当額 4,349 千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零 同左 同左

とする定額法によっております。

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当 同左 同左

額の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法は利息法によっております。

自　平成17年7月  1日

至　平成18年3月31日

第9期　第3四半期 前事業年度

自　平成16年7月  1日

至　平成17年6月30日

自　平成16年7月  1日

至　平成17年3月31日

第10期　第3四半期
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株式会社インターネット総合研究所

(有価証券関係)

第10期　第3四半期末 （平成18年3月31日現在）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位:千円）

子会社株式
関連会社株式

合計

第9期　第3四半期末 （平成17年3月31日現在）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

前事業年度末 （平成17年6月30日現在）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位:千円）

子会社株式
合計 1,511,982                    32,614,180                    31,102,198                  

 貸借対照表計上額  時価  差額
1,511,982                    32,614,180                    31,102,198                  

16,748,276                  55,576,931                  

48,993,988                    

72,325,208                    
907,237                       23,331,220                    22,423,982                  

 差額
15,841,038                  33,152,949                  

 時価 貸借対照表計上額
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株式会社インターネット総合研究所
(後発事象)

1 子会社支援と株式売却について 1 株式分割について 1 当社は、平成17年7月15日開催の当社取
当社は、平成18年4月3日開催の取締役会 当社は、平成17年4月20日開催の取締 締役会決議に基づき、第1回無担保転換

において、連結子会社㈱IRIｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 役会において、投資単位を引き下げる 社債型新株予約権付社債（転換社債型新

（IRI-COM)に対する、ｽﾎﾟﾝｻｰ参入型再生 ことを目的とする、株式の分割を行う 株予約権付社債間限定同順位特約付）を

支援策の実施を決議いたしました。な ことを決議いたしました。詳細は以下 発行いたしました。概要は以下のとおり

お、同社は、該当支援策の諸手続の効力 のとおりであります。 であります。

発生後、当社の子会社ではなくなります。 1 社債の総額 円

○支援実施の理由 分割により 普通株式 2 社債の発行価額 額面100円につき

平成17年10月に発生した平成電電㈱の 増加する 平成17年6月30日（木） 金100円

民事再生手続開始申し立ての影響を受 株式数 最終の発行済株式総数 3 新株予約権の発行価額 無償

け、実質的債務超過に陥った㈱IRIｺﾐｭ と同じ株式数とする。 4 払込期日および発行日

ﾆｹｰｼｮﾝｽﾞについて、主要株主（親会社） 分割の方法 平成17年6月30日(木)最 5 募集の方法 第三者割当の方法

として、他の株主と共に合理的な範囲 終の株主名簿および実質 により全額をUBS

で再生を支援し、その責任を果たすた 株主名簿に記載または記 AG London Branch

めであります。 録された株主ならびに端 に割り当てる。

○支援策の主な内容 株原簿に記載または記録 6 償還期限

・株式の無償譲渡及びその消却 された端株主の所有株式 7 新株予約権に関する事項

譲渡株式 数を、1株につき2株の割 (1) 新株予約権の目的 普通株式とし、行

694,984株（全株) 合をもって分割する。た である株式の種類 使請求に係る本社

譲渡価格 だし、分割の結果生ずる および数 債の発行価額の総

株式譲渡先 1株未満の端数のうち、 額を転換価額（修

(譲受後、消却） 1株の100分の1の整数倍 正後または調整

譲渡日 するものを端株として端 後の転換価額）で

(予定) 株原簿に記載または記録 除した数とする。
・当社債権の放棄 する。 (2) 新株予約権の総数 各社債につき1個、

債権放棄額 効力発生日 合計110個

実行日 新株券交付日 (3) 新株予約権行使に 新株予約権１個の

(予定) 配当起算日 際して払込すべき 行使に際して払

・IRI-COMによる第三者割当増資 額及び転換価額 込をなすべき額は、

引受先及び 社債の発行価額と

引受額 同額とし、転換価

額は、当初

発行価額 176,000円とする。
払込日 (6) 行使請求期間 平成17年8月9日から

(予定) 平成19年8月7日まで

※SBIとは、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱が運 2 当社は、平成17年7月15日開催の取締役

営するﾌｧﾝﾄﾞ等であります。 会決議に基づき、㈱ｱｲ･ｴｯｸｽ･ｱｲの普通株

○㈱IRIｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞの概要 式35,254株を公開買付けにより平成17年
（平成18年3月31日現在) 8月15日に取得し、同社は当社の連結子

事業内容 会社（当社所有割合53.01%）となりま

した。

代表者 1 ㈱ｱｲ･ｴｯｸｽ･ｱｲの概要

本社所在地 事業内容

資本の額 各種通信情報ｼｽﾃﾑの導入に関するｺﾝｻﾙﾀ

当社との 通信ｻｰﾋﾞｽの購入、 ﾝﾄ業務・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱの運用並びに改

取引関係※ 請負業務の外注、 善に関するｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪ

役員派遣、ｵﾌｨｽ転貸、 ｱの開発および販売・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ機器の販

ﾈｯﾄﾜｰｸの共有、商号貸 売、設置工事業・ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝの企画

与等 および制作・航空運送事業

※営業取引以外の取引については、順

次終了する予定であります。

11,000,000,000

平成17年8月8日

平成19年8月8日

前事業年度

自　平成16年7月  1日

至　平成17年6月30日

第9期　第3四半期

自　平成16年7月  1日

至　平成17年3月31日

無償

第10期　第3四半期

自　平成17年7月  1日

至　平成18年3月31日

当社所有のIRI-COM株式

約2,200百万円

平成18年5月29日(月)

平成18年5月29日(月)

㈱IRIｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

SBI※　200百万円(68%)
持塚朗 　50百万円(17%)
当社 　　 43百万円(15%)

東京都新宿区西新宿

693百万円

1円/1株あたり

平成17年8月19日（金）

平成17年 7月 1日（金）

平成18年5月29日(月)

代表取締役　持塚　朗

ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ事業

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ通信事業
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株式会社インターネット総合研究所
(後発事象)

前事業年度

自　平成16年7月  1日

至　平成17年6月30日

第9期　第3四半期

自　平成16年7月  1日

至　平成17年3月31日

第10期　第3四半期

自　平成17年7月  1日

至　平成18年3月31日

2 株式交換による会社等の買収について 本社所在地

当社は、平成18年4月20日開催の取締役 大阪府大阪市淀川区西中島

会において、ｾｰﾊﾞｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱を完全 資本の額

子会社とする目的で、簡易株式交換を 1,602,517 千円

行うことを決議いたしました。 （平成17年3月31日現在）

概要は以下のとおりです。 2 買付価格

○簡易株式交換の概要 1株につき 円

株式交換契約 3 買付に要した資金 円

の締結

株式交換日

株式交換比率 3 平成17年8月3日、当社の連結子会社であ
ｾｰﾊﾞｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱株 る㈱ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾀﾜｰが、大阪証券取引所

式1株に対し、当社普 ﾆｯﾎﾟﾝ･ﾆｭｰ･ﾏｰｹｯﾄ「ﾍﾗｸﾚｽ」へ新規上場いた

通株式2.6株を割当 しました。
交付新株式数 ㈱ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾀﾜｰの概要

(予定) 事業内容

○買収の目的 ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ事業･ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ配信

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄのﾓﾊﾞｲﾙ化とﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ化が一層 事業

進むことを見据え、携帯電話向けｺﾝﾃﾝﾂ流通 本社所在地

に関する技術とのうはうをｸﾞﾙｰﾌﾟ内に取り込む 東京都中央区日本橋本石町

ためであります。

○ｾｰﾊﾞｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱の概要

（平成18年3月31日現在)
事業内容 100%子会社のｾｰﾊﾞｰ㈱

及びｾｰﾊﾞｰﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ㈱

の事業活動支援・管理

等

代表者 代表取締役

本社所在地

資本の額

従業員数

発行済株式数 3820株
主要株主 諸戸清光（41.5%）

（持株比率） 諸戸精孝（20.9%）

三井物産㈱(14.9%）

その他（22.7%）

3 新株予約権の付与(ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ)について

当社は、平成18年4月20日開催の取締役

会において、第5回新株予約権の発行を

決議いたしました。

内容については以下のとおりです。

11,633,820,000

330,000

発 行 す る 新 株
32個

予 約 権 の 総 数

新 株 予 約 権 の
無償

発 行 価 額

新 株 予 約 権 の

当社普通株式32株目的となる株式

の種類および数

3名
20百万円

平成18年4月20日

平成18年7月1日

1:2.6

10,327株(100%)

　梅内　林太郎

東京都千代田区丸の内
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株式会社インターネット総合研究所
(後発事象)

前事業年度

自　平成16年7月  1日

至　平成17年6月30日

第9期　第3四半期

自　平成16年7月  1日

至　平成17年3月31日

第10期　第3四半期

自　平成17年7月  1日

至　平成18年3月31日

1株当たりの払込金額

に新株予約権の目的と

金額

権 利 行 使 期 間
平成18年11月 1日から

平成25年 4月30日まで

価 額 の 総 額 なる株式の数を乗じた

割 当 対 象 者 当社従業員8名

新 株 予 約 権 の 4,544,000円
行使により発行

する株式の発行

1株につき71,000円
資 本 組 入 額 1株当たりの発行価額

に0.5を乗じた金た金額

の行使により発 平成18年4月25日の終値

行 す る 株 式 の

払 込 金 額

新 株 予 約 権 の
平成18年4月25日

発 行 日

新 株 予 約 権 142,000円
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